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研究成果の概要（和文）：高齢者の身体的・社会的活動を伴う外出行動を評価するための質問紙ベースのActive
 Mobility Index（AMI）を開発し、AMIの基準関連性と予測妥当性を評価した。研究参加者は4432人の高齢者で
あった。 AMIは、過去1ヵ月間の身体的または社会的活動に応じて、生活空間と各生活空間における活動を評価
し、AMIスコアの四分位（最高：Q4）ごとに比較した。AMIの基準関連妥当性を検討するため、抑うつ症状、虚
弱、認知機能が評価した。Cox比例ハザードモデリングにより、Q1群は群と比較して障害発症リスクが高いこと
が示された（ハザード比1.53、95％CI 1.24-1.88）。

研究成果の概要（英文）：A questionnaire-based Active Mobility Index (AMI) was developed to assess 
older adults' outgoing behavior with physical and social activity, and the criterion-relevance and 
predictive validity of the AMI were evaluated. Study participants were 4432 older adults. The AMI 
assessed activity in living spaces and each living space according to physical or social activity in
 the past month and compared by AMI score quartile (highest: Q4) To examine criterion-relevant 
validity of the AMI, depressive symptoms, frailty, and cognitive function were assessed. by Cox 
proportional hazards modeling, Q1 group showed a higher risk of developing disability compared to 
the group (hazard ratio 1.53, 95% CI 1.24-1.88).

研究分野：老年医学

キーワード： 高齢者

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
高齢者の身体的・社会的活動を伴う生活空間を評価するAMIは、抑うつ症状、虚弱、認知障害と関連していた。
AMIスコアが低いほど、障害リスクが高いことと関連していた。AMIが有害な健康転帰の発症と因果関係があるか
どうかを明らかにするためには、さらなる研究が必要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

世界人口の約 15％が何らかの障害を抱えていると推定されている 1。この割合は、高齢化社

会の拡大と虚弱や認知症などの慢性的な健康状態の有病率の増加により増加している 1。高

齢者における身体活動不足の健康上の有害な転帰と身体活動の健康上の有益性に関する証

拠は豊富にあり、たとえ座りがちなライフスタイルから適度なレベルの身体活動への移行

であっても 2~4、身体活動の健康上の有益性が確立され、生活習慣的身体活動という概念に

つながった。6少なくとも中等度の強度で、すべての余暇活動、職業活動、または家事活動

が含まれる。5生活空間の制限は、障害 7、入院 8、死亡率の増加リスクと関連している 9。

生活空間の狭窄が生理的予備能を低下させ、フレイルによる死亡率を増加させる 9。生活空

間と結びついた活動は、高齢者の活動的なライフスタイルの基礎となる。生活空間が制限さ

れることは、社会活動の減少とも関連している 10。生活空間の可動性を維持することは、高

齢者の十分な身体活動 11と社会的ネットワークの多様性 12を確保するために重要である。 

２．研究の目的 

我々は、各生活空間における身体的・社会的活動を評価するために、Active Mobility Index

（AMI）質問票を開発した。本研究では、AMIの妥当性を検討した。AMIの基準関連妥当

性を評価するために、AMI と抑うつ症状、虚弱、認知機能障害との関連を検討した。さら

に、予測的妥当性を評価するために、AMIと障害発症との関連を検討した。 

３．研究の方法 

国立長寿医療研究センター老年症候群研究（NCGG-SGS）の一部として登録された 70 歳

以上の 5257人を評価し、老年症候群のスクリーニングプログラムの確立と、その予防のた

めのエビデンスに基づく介入の妥当性を検証することを目的とした 13。除外基準を用いた

最終サンプルは 4432人［平均年齢 75.9 4.3歳、70～96歳、男性 2100人（47.4％）］であ

った。 

 Active Mobility Index（AMI）は、各生活空間における活動を身体的・社会的領域別に評

価した。質問は過去 1ヶ月間の活動を 3つの生活空間レベルで評価した。（参加者の居住地

から 1km未満、1～10km、10km以上）また、週にどれくらいの頻度でその場所を訪れる

かを尋ねた（1回未満、1～3日、4～6日、毎日）。外出目的は、（1）主に身体を動かすため

（ウォーキングや運動など）、（2）主に日常の雑事や予定（買い物や人に会うなど）、（1）と

（2）の両方を同じように行う、の選択肢で評価した。交通手段は、徒歩／自転車、バス／

電車、車／その他から選択させた。他者との交流の程度は、以下の選択肢（何人）で評価し

た： 0 人、1-2 人、3-4 人、5 人。身体活動の程度は、「ほとんどない」、「ほとんどない」、

「少しある」、「たくさんある」の選択肢で評価した。各レベルの生活空間得点、身体的得点、

社会的得点を算出した後、スコアリングシートを用いてレベル別得点の合計を算出した 

抑うつ症状 

抑うつ症状は、15項目からなる老年期抑うつ尺度を用いて測定した。  

フレイル 

虚弱は、Friedの基準（CHS index）に従い、日本版 Cardiovascular Health Study index

（J-CHS index）を用いて評価された。 

認知機能低下 

認知機能低下は、National Center for Geriatrics and GerontologyeFunctional Assessment 

Tool（NCGFAT）を用いて評価した 20,21。（記憶、注意、実行機能、処理速度） 



要介護認定 

本試験では、介護保険による要介護・要支援認定によりモニタリングを行った。 

統計解析 

統計的有意性は P < .05 とした。ベースラインの特徴は AMI スコアの四分位数（四分位数 25％：

Q1；四分位数 50％：Q2；四分位数 75％：Q3；四分位数 100％：Q4）ごとに、連続変数については

分散分析を、カテゴリー変数についてはカイ二乗検定を用いて比較した。AMI（Q1～Q4）と抑う

つ症状、虚弱、認知機能障害との関連を明らかにするために、カイ二乗検定と多重ロジスティッ

ク回帰分析を行った。さらに、AMI と抑うつ症状、虚弱、認知機能障害との解析の C統計量を算

出するために、受信者動作特性曲線解析の結果に基づいて曲線下面積（AUC）を算出した。多重

ロジスティック回帰分析では、オッズ比（OR）と 95％信頼区間（CI）を算出した。最後に、Cox

比例ハザード回帰モデルを構築し、AMI（Q1～Q4）と障害発症リスクとの関連について、ハザー

ド比（HR）と 95％CI を算出した。ロジスティック回帰分析および Cox 比例ハザード回帰モデル

ともに、年齢、性別、教育、肥満度、服薬、慢性疾患（高血圧、高脂血症、糖尿病、変形性関節

症）、飲酒習慣、喫煙習慣、仕事の有無、一人暮らしで調整した。 

 

４．研究成果 

研究対象者の平均年齢は 75.9 4.3歳、47.4％が男性で、教育歴は 12.0±2.6年であった。四

分位群（Q1～Q4）間の比較を表 1にまとめた。Q4群と比較すると、Q1～Q3群は高齢（P 

< .001）、低学歴（P < .001）、低 BMI（P = .035）、薬物治療を受けている可能性が高い（P 

< .001）、変形性関節症（P = .020）、飲酒習慣が少ない（P < .001）、就業率が低い（P < .001）

傾向がみられた（表 1）。Q1～Q3群の老年期抑うつ尺度スコア、および、認知機能検査（記

憶、注意、実行機能、処

理速度）は、Q4群と

比較して悪化してい

た（すべて P < 0.001）

（表 1）。AMIの総ス

コア、AMI の身体ス

コア、AMI の社会ス

コアの値は、平均ス

コア SDで示され、そ

れぞれ 72.5±30.0、

31.8±17.8、40.6±

19.0 であった。AMI

の総スコア、AMI の

身体スコア、AMIの社会スコアの範囲（最小-最大）は、それぞれ 0-216、0-144、0-128で

あった。 

 

 

 

表１ 対象者属性 



多重ロジスティック回帰分析の結果（図 2）、Q1～Q3群の AMI総得点は Q4群を基準とし

た抑うつ症状と有意に関連していた（OR 1.83～3.94、すべて P＜0.001；図 2の上段）。他

のすべての四分位群（Q1から Q3）における AMI社会的スコアは、Q4群と比較して抑う

つ症状と有意に関連していた（OR 1.52-2.94、すべて P＜0.001）。AMI身体的スコアモデ

ルでは、Q1群と Q2群（OR 1.72-2.81、いずれも P < 0.001）は、Q3群ではなく、Q4群

と比較して抑うつ症状と有意に関連していた。AMI 総スコアと抑うつ症状との関連性の

AUCは 0.66（95％CI：0.64-0.68、P＜0.001）であった。AMI総得点と虚弱との関連モデ

ル（図 2の中段）では、Q1群と Q2群（OR 1.57-3.20、いずれも P＜0.05）がフレイルと

有意に関連していたが、Q4群を基準とした Q3群とは関連していなかった。AMI身体的ス

コアとフレイルとの関連モデルでは、Q1群と Q2群（OR 2.06-3.82、いずれも P＜0.001）

は有意に関連していたが、Q3群は関連しておらず、Q4群を基準とした。AMIの社会的ス

コアとフレイルの関連モデルでは、Q1群（OR 2.06、95％CI 1.52-2.80、P＜0.001）が虚弱

と有意に関連していたが、Q2群と Q3群は関連していなかった。AMI総スコアとフレイル

との関連性の AUCは 0.68（95％CI 0.65-0.70、P＜0.001）であった。AMI総得点と認知

機能障害との関連モデル（図 2の下段）では、Q1群（OR 1.28、95％CI 1.04-1.57、P ¼ .022）

がフレイルと有意に関連していたが、Q2群および Q3群は関連していなかった。AMI身体

的スコアおよび AMI社

会的スコアと認知障害

との有意な関連はみら

れなかった。AMI 総ス

コアと抑うつ症状との

関連性の AUC は 0.54

（95％CI 0.52-0.56、P

＜0.001）であった。 

 

 

追跡期間中に、836人（男性 41.5％、平均年齢 78.7 4.9歳）が障害を発症した。表 2に Cox

比例ハザード回帰モデルの結果を示す。モデル 1（AMI総スコア）では、Q1群（HR 1.53、

95％CI 1.24-1.88、P＜0.001）および Q3群（HR 1.30、95％CI 1.04-1.61、P ¼ 0.019）は

Q4群と比較して、障害の発生リスクが有意に高かった。モデル 2（身体的スコア）および

モデル 3（社会的ス

コア）のいずれにお

いても、Q1群のみが

障害の発生と有意な

関連を示した（モデ

ル 2：HR 1.38, 95％ 

CI 1.12-1.70, P ¼ 

0.002; モデル3：HR 

1.23, 95％ CI 1.00-

1.50, P ¼ 045）（表

2）。 

 

図２ 抑うつ症状、フレイル、認知機能低下と AMIとの関連 

表 2 AMI スコアと要介護認定発生との関連 0 
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